
計算書類に対する注記（法人全体用）

別紙１

継続事業の前提に関する注記 1.

重要な会計方針 2.

（１）固定資産の減価償却の方法
　　　・建物、構築物、機械及び装置、車両運搬具、器具及び備品…定額法
（２）引当金の計上基準
　　　・退職給付引当金…秋田県民間社会事業福利協会

重要な会計方針の変更 3.

・該当なし

法人で採用する退職給付制度 4.

（１）独立行政法人福祉医療機構
（２）秋田県民間社会事業福利協会

法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分 5.

当法人が作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）法人全体の計算書類（第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）
（２）事業区分別内訳表（第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）については作成してい
ない。
（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
（４）公益事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）につ
いては公益事業を実施していないため作成していない。
（５）収益事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）につ
いては公益事業を実施していないため作成していない。
（６）各拠点区分におけるサービス区分の内容
　　ア　本部拠点（社会福祉事業）
　　　　「本部」
　　イ　竹生寮拠点（社会福祉事業）
　　　　「障害者支援施設竹生寮」
　　　　・生活介護事業
　　　　・短期入所事業
　　　　・施設入所支援事業
　　　　・相談支援事業
　　　　・障害児相談支援事業
　　　　・放課後等デイサービス事業
　　　　・日中一時支援事業
　　ウ　柳田新生寮拠点（社会福祉事業）
　　　　「障害者支援施設柳田新生寮」
　　　　・生活介護事業
　　　　・短期入所事業
　　　　・施設入所支援事業
　　　　・日中一時支援事業
　　エ　ほっとばんぶー拠点（社会福祉事業）
　　　　「障害福祉サービス事業所ほっとばんぶー」
　　　　・生活介護事業
　　オ　きらっと拠点（社会福祉事業）
　　　　「障害福祉サービス事業所きらっと」
　　　　・生活介護事業
　　カ　ささこやま拠点（社会福祉事業）
　　　　「共同生活援助事業所ささこやま」
　　　　・共同生活援助事業
　　キ　雪やなぎ拠点（社会福祉事業）
　　　　「共同生活援助事業所雪やなぎ」
　　　　・共同生活援助事業

基本財産の増減の内容及び金額 6.



基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高基本財産の種類

(単位：円)

128,041,356 0 0 128,041,356土地

560,569,294 0 32,819,283 527,750,011建物

688,610,650 0 32,819,283 655,791,367合計

基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 7.

・該当なし

担保に供している資産 8.

担保に供されている資産は以下のとおりである。

0 円

円0計

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

0 円

円0計

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

 9.

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

(単位：円)

128,041,356 0 128,041,356土地（基本）

1,303,312,177 775,562,166 527,750,011建物（基本）

13,876,700 13,876,693 7構築物

172,662,078 168,305,471 4,356,607機械及び装置

78,019,316 62,445,105 15,574,211車輛運搬具

73,042,120 62,653,555 10,388,565器具及び備品

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

1,768,953,747 1,082,842,990 686,110,757合計

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

10.

債権額
徴収不能引当金の

当期末残高 債権の当期末残高

(単位：円)

0 0 0



債権額
徴収不能引当金の

当期末残高 債権の当期末残高

(単位：円)

0 0 0合計

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

11.

帳簿価額 時価 評価損益種類及び銘柄

(単位：円)

0 0 0

0 0 0合計

関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

12.

種類

(単位：円)

法人等の
名称 住所 資産総額

事業の内
容又は職

業

議決権
の所有
割合

役員の兼
務等

事業上の
関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

関係内容

取引条件および取引条件の決定方針等

重要な偶発債務13.

・該当なし

重要な後発事象14.

・該当なし

合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け15.

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状
態を明らかにするために必要な事項

16.

・該当なし



計算書類に対する注記（本部拠点区分用）

別紙２

重要な会計方針 1.

・該当なし

重要な会計方針の変更 2.

・該当なし

採用する退職給付制度 3.

・該当なし

拠点が作成する計算書類等とサービス区分 4.

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
（１）本部拠点区分計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）
（２）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(⑩)）はサービス区分が一つのため作成していない。
（３）拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３(⑪)）はサービス区分が一つのため作成していない。

基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

 5.

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高基本財産の種類

(単位：円)

0 0 0 0

0 0 0 0合計

基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 6.

・該当なし

担保に供している資産 7.

担保に供されている資産は以下のとおりである。

0 円

円0計

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

0 円

円0計

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

 8.

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

(単位：円)

0 0 0

0 0 0合計

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 9.



債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額
徴収不能引当金の

当期末残高 債権の当期末残高

(単位：円)

0 0 0

0 0 0合計

満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

10.

帳簿価額 時価 評価損益種類及び銘柄

(単位：円)

0 0 0

0 0 0合計

重要な後発事象11.

・該当なし

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状
態を明らかにするために必要な事項

12.

・該当なし



計算書類に対する注記（竹生寮拠点区分用）

別紙２

重要な会計方針 1.

（１）固定資産の減価償却の方法
　　　・建物、構築物、機械及び装置、車輛運搬具、器具及び備品…定額法
（２）引当金の計上基準
　　　・退職給与引当金…秋田県民間社会事業福利協会

重要な会計方針の変更 2.

・該当なし

採用する退職給付制度 3.

（１）独立行政法人福祉医療機構
（２）秋田県民間社会事業福利協会

拠点が作成する計算書類等とサービス区分 4.

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
（１）竹生寮拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）
（２）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(⑩)）
　　　ア　生活介護事業
　　　イ　短期入所事業
　　　ウ　施設入所支援事業
　　　エ　相談支援事業
　　　オ　障害児相談支援事業
　　　カ　放課後等デイサービス事業
　　　キ　日中一時支援事業
（３）拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３(⑪)）
　　　ア　生活介護事業
　　　イ　短期入所事業
　　　ウ　施設入所支援事業
　　　エ　相談支援事業
　　　オ　障害児相談支援事業
　　　カ　放課後等デイサービス事業
　　　キ　日中一時支援事業

基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

 5.

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高基本財産の種類

(単位：円)

30,370,066 0 0 30,370,066土地

140,032,819 0 11,397,184 128,635,635建物

170,402,885 0 11,397,184 159,005,701合計

基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 6.

・該当なし

担保に供している資産 7.

担保に供されている資産は以下のとおりである。

0 円

円0計

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。



0 円

円0計

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

 8.

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

(単位：円)

30,370,066 0 30,370,066土地

527,995,677 399,360,042 128,635,635建物（基本）

11,562,290 11,562,284 6構築物

47,142,780 45,379,833 1,762,947機械及び装置

45,021,910 30,972,046 14,049,864車輌運搬具

37,893,580 31,833,100 6,060,480器具及び備品

699,986,303 519,107,305 180,878,998合計

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

 9.

債権額 徴収不能引当金の
当期末残高

債権の当期末残高

(単位：円)

0 0 0

0 0 0合計

満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

10.

帳簿価額 時価 評価損益種類及び銘柄

(単位：円)

0 0 0

0 0 0合計

重要な後発事象11.

・該当なし

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状
態を明らかにするために必要な事項

12.

・該当なし



計算書類に対する注記（柳田新生寮拠点区分用）

別紙２

重要な会計方針 1.

（１）固定資産の減価償却の方法
　　　・建物、構築物、機械及び装置、車輛運搬具、器具及び備品…定額法
（２）引当金の計上基準
　　　・退職給付引当金…秋田県民間社会事業福利協会

重要な会計方針の変更 2.

・該当なし

採用する退職給付制度 3.

（１）独立行政法人福祉医療機構
（２）秋田県民間社会事業福利協会

拠点が作成する計算書類等とサービス区分 4.

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
（１）柳田新生寮拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）
（２）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(⑩)）
　　　ア　生活介護事業
　　　イ　短期入所事業
　　　ウ　施設入所支援事業
　　　エ　日中一時支援事業
（３）拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３(⑪)）
　　　ア　生活介護事業
　　　イ　短期入所事業
　　　ウ　施設入所支援事業
　　　エ　日中一時支援事業

基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

 5.

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高基本財産の種類

(単位：円)

18,853,650 0 0 18,853,650土地

122,917,988 0 8,282,168 114,635,820建物

141,771,638 0 8,282,168 133,489,470合計

基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 6.

・該当なし

担保に供している資産 7.

担保に供されている資産は以下のとおりである。

0 円

円0計

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

0 円

円0計

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

 8.



固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

(単位：円)

18,853,650 0 18,853,650土地

422,716,800 308,080,980 114,635,820建物（基本）

2,314,410 2,314,409 1構築物

41,399,398 39,481,242 1,918,156機械及び装置

19,583,529 18,863,041 720,488車輌運搬具

26,012,476 23,279,353 2,733,123器具及び備品

530,880,263 392,019,025 138,861,238合計

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

 9.

債権額
徴収不能引当金の

当期末残高 債権の当期末残高

(単位：円)

0 0 0

0 0 0合計

満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

10.

帳簿価額 時価 評価損益種類及び銘柄

(単位：円)

0 0 0

0 0 0合計

重要な後発事象11.

・該当なし

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状
態を明らかにするために必要な事項

12.

・該当なし



計算書類に対する注記（ほっとばんぶー拠点区分用）

別紙２

重要な会計方針 1.

（１）固定資産の減価償却の方法
　　　・建物、機械及び装置、車輛運搬具、器具及び備品…定額法
（２）引当金の計上基準
　　　・退職給与引当金…秋田県民間社会事業福利協会

重要な会計方針の変更 2.

・該当なし

採用する退職給付制度 3.

（１）独立行政法人福祉医療機構
（２）秋田県民間社会事業福利協会

拠点が作成する計算書類等とサービス区分 4.

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
（１）ほっとばんぶー拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）
（２）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(⑩)）はサービス区分が一つのため作成していない。
（３）拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３(⑪)）はサービス区分が一つのため作成していない。

基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

 5.

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高基本財産の種類

(単位：円)

50,685,620 0 2,303,890 48,381,730建物

50,685,620 0 2,303,890 48,381,730合計

基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 6.

・該当なし

担保に供している資産 7.

担保に供されている資産は以下のとおりである。

0 円

円0計

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

0 円

円0計

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

 8.

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

(単位：円)

55,293,400 6,911,670 48,381,730建物（基本）

81,190,400 80,514,897 675,503機械及び装置



取得価額 減価償却累計額 当期末残高

(単位：円)

12,533,877 12,071,686 462,191車輌運搬具

7,740,596 6,814,880 925,716器具及び備品

156,758,273 106,313,133 50,445,140合計

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

 9.

債権額
徴収不能引当金の

当期末残高 債権の当期末残高

(単位：円)

0 0 0

0 0 0合計

満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

10.

帳簿価額 時価 評価損益種類及び銘柄

(単位：円)

0 0 0

0 0 0合計

重要な後発事象11.

・該当なし

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状
態を明らかにするために必要な事項

12.

・該当なし



計算書類に対する注記（きらっと拠点区分用）

別紙２

重要な会計方針 1.

（１）固定資産の減価償却の方法
　　　・建物、機械及び装置、器具及び備品…定額法
（２）引当金の計上基準
　　　・退職給付引当金…秋田県民間社会事業福利協会

重要な会計方針の変更 2.

・該当なし

採用する退職給付制度 3.

（１）独立行政法人福祉医療機構
（２）秋田県民間社会事業福利協会

拠点が作成する計算書類とサービス区分 4.

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
（１）きらっと拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）
（２）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３（⑩））はサービス区分が一つのため作成していない
。
（３）拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３（⑪））はサービス区分が一つのため作成していない
。

基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

 5.

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高基本財産の種類

(単位：円)

7,976,640 0 0 7,976,640土地

79,427,873 0 3,680,419 75,747,454建物

87,404,513 0 3,680,419 83,724,094合計

基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 6.

・該当なし

担保に供している資産 7.

担保に供されている資産は以下のとおりである。

0 円

円0計

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

0 円

円0計

有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

 8.



取得価額 減価償却累計額 当期末残高

(単位：円)

7,976,640 0 7,976,640土地（基本）

97,688,250 21,940,796 75,747,454建物（基本）

2,929,500 2,929,499 1機械及び装置

568,820 220,894 347,926器具及び備品

109,163,210 25,091,189 84,072,021合計

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

 9.

債権額
徴収不能引当金の

当期末残高 債権の当期末残高

(単位：円)

0 0 0

0 0 0合計

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

10.

帳簿価額 時価 評価損益種類及び銘柄

(単位：円)

0 0 0

0 0 0合計

重要な後発事象11.

・該当なし

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状
態を明らかにするために必要な事項

12.

・該当なし



計算書類に対する注記（ささこやま拠点区分用）

別紙２

重要な会計方針 1.

（１）固定資産の減価償却の方法
　　　・建物、器具及び備品…定額法

重要な会計方針の変更 2.

・該当なし

採用する退職給付制度 3.

・該当なし

拠点が作成する計算書類等とサービス区分 4.

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
（１）ささこやま拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）
（２）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(⑩)）
　　　ア　ささこやま
　　　イ　なのはな
（３）拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３(⑪)）
　　　ア　ささこやま
　　　イ　なのはな

基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

 5.

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高基本財産の種類

(単位：円)

27,841,000 0 0 27,841,000土地

91,752,030 0 3,368,520 88,383,510建物

119,593,030 0 3,368,520 116,224,510合計

基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 6.

・該当なし

担保に供している資産 7.

担保に供されている資産は以下のとおりである。

0 円

円0計

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

0 円

円0計

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

 8.

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

(単位：円)



取得価額 減価償却累計額 当期末残高

(単位：円)

27,841,000 0 27,841,000土地（基本）

103,572,000 15,188,490 88,383,510建物（基本）

235,440 235,439 1器具及び備品

131,648,440 15,423,929 116,224,511合計

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

 9.

債権額
徴収不能引当金の

当期末残高 債権の当期末残高

(単位：円)

0 0 0

0 0 0合計

満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

10.

帳簿価額 時価 評価損益種類及び銘柄

(単位：円)

0 0 0

0 0 0合計

重要な後発事象11.

・該当なし

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状
態を明らかにするために必要な事項

12.

・該当なし



計算書類に対する注記（雪やなぎ拠点区分用）

別紙２

重要な会計方針 1.

（１）固定資産の減価償却の方法
　　　・建物、車輛運搬具、器具及び備品…定額法

重要な会計方針の変更 2.

・該当なし

採用する退職給付制度 3.

・該当なし

拠点が作成する計算書類等とサービス区分 4.

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
（１）雪やなぎ拠点計算書類（第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式）
（２）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３(⑩)）
　　　ア　雪やなぎ
　　　イ　あいあいホーム
（３）拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙３(⑪)）
　　　ア　雪やなぎ
　　　イ　あいあいホーム

基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

 5.

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高基本財産の種類

(単位：円)

43,000,000 0 0 43,000,000土地

75,752,964 0 3,787,102 71,965,862建物

118,752,964 0 3,787,102 114,965,862合計

基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 6.

・該当なし

担保に供している資産 7.

担保に供されている資産は以下のとおりである。

0 円

円0計

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

0 円

円0計

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

 8.

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

(単位：円)



取得価額 減価償却累計額 当期末残高

(単位：円)

43,000,000 0 43,000,000土地

96,046,050 24,080,188 71,965,862建物（基本）

880,000 538,332 341,668車輌運搬具

591,208 269,890 321,318器具及び備品

140,517,258 24,888,410 115,628,848合計

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

 9.

債権額
徴収不能引当金の

当期末残高 債権の当期末残高

(単位：円)

0 0 0

0 0 0合計

満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

10.

帳簿価額 時価 評価損益種類及び銘柄

(単位：円)

0 0 0

0 0 0合計

重要な後発事象11.

・該当なし

その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状
態を明らかにするために必要な事項

12.

・該当なし
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